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はじめに

建設投資推計は，わが国の建設活動の動向を出

来高ベースで把握するもので，国内市場規模とそ

の構造を明らかにすることを目的として作成され

ている。

本年度においても，平成１２年４月に「平成１２年

度建設投資見通し」を取りまとめたところであ

り，ここで平成１２年度の建設投資見通しの概要に

ついて紹介する。

平成１２年度の建設投資見通しの
概要

平成１２年度の建設投資は，前年度比０．５％増

の７１兆２，２００億円となる見通しである。

� 平成１２年度建設投資を政府・民間別に見る

と，政府投資は３４兆６，８００億円（前年度比０．９％

減），民間投資は３６兆５，４００億円（同１．８％増）

となり，建築・土木別には，建築投資が３５兆４００

億円（同２．２％増），土木投資が３６兆１，８００億円

（同１．１％減）となる見通しである（表―１）。

� 平成１２年度の建設投資を実質ベースで見る

と，６７兆６，８００億円（前年度比０．８％増）となる

見通しで，政府・民間別には，政府が３２兆９，１００

億円（同０．６％減），民間が３４兆７，７００億円（同

２．１％増）となり，建築・土木別には，建築が

３３兆２，２００億円（同２．５％増），土木が３４兆４，６００

億円（同０．８％減）となる見通しである（表―

２）。

� 平成１１年度の建設投資は前年度比１．３％減の

７０兆８，６００億円となる見込みである。このうち

政府投資は同０．１％増の３４兆９，８００億円，民間投

資は同２．７％減の３５兆８，８００億円と見込まれ，建

築・土木別には，建築が同１．８％減の３４兆２，８００

億円，土木が同０．８％減の３６兆５，８００億円となる

見込みである。

� 過去２０年間の建設投資の推移を見ると，昭和

５７，５８年度と２年連続で前年度比マイナスとな

ったものの，それ以後は再びプラスに転じ，平

成２年度には８０兆円を超え，平成４年度の８４兆

円を最高に平成５年度までの４年間は８０兆円台

で推移した。しかし，バブル崩壊後民間建設投

資が減少し，平成６，７年度と８０兆円台を下回

った。平成８年度は民間住宅投資の増加により

８０兆円台を回復したものの，平成１０年度以降は

民間投資の大幅な減少により，７０兆円台前半ま

で落ち込んだ。平成１２年度は，民間建設投資の

増加により４年ぶりにプラスに転ずる見込みで

ある（図）。
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表―１ 建設投資（名目値）の推移

（単位：億円） （単位：％）

年 度

項 目

９ １０

（実績見込み）

１１

（見込み）

１２

（見通し）

９ １０

（実績見込み）

１１

（見込み）

１２

（見通し）

総 計 ７６５，０３３ ７１８，０００ ７０８，６００ ７１２，２００ △７．６ △６．１ △１．３ ０．５

１． 建 築 ３９８，８６６ ３４９，１００ ３４２，８００ ３５０，４００ △１２．９ △１２．５ △１．８ ２．２
�住 宅 ２３８，５６８ ２０９，９００ ２１６，５００ ２１９，１００ △１９．０ △１２．０ ３．１ １．２
政 府 １８，０８９ １８，０００ １８，８００ ２０，２００ △１１．３ △０．３ ４．４ ７．０
民 間 ２２０，４７９ １９１，９００ １９７，７００ １９８，９００ △１９．５ △１３．０ ３．０ ０．６

�非 住 宅 １６０，２９８ １３９，２００ １２６，３００ １３１，３００ △１．９ △１３．２ △９．３ ４．０
政 府 ４０，５２９ ３６，５００ ３３，７００ ３４，５００ △３．３ △１０．０ △７．７ ２．５
民 間 １１９，７６９ １０２，７００ ９２，６００ ９６，８００ △１．４ △１４．２ △９．８ ４．５
鉱 工 業 ２６，０１５ ― ― ― ６．９ ― ― ―
そ の 他 ９３，７５４ ― ― ― △３．４ ― ― ―

２． 土 木 ３６６，１６７ ３６８，９００ ３６５，８００ ３６１，８００ △１．１ ０．７ △０．８ △１．１
�政 府 ２８８，５４２ ２９４，９００ ２９７，３００ ２９２，１００ △０．０ ２．２ ０．８ △１．８
�ア公共事業 ２５４，７８５ ２６１，８００ ２６２，４００ ２５９，２００ ０．７ ２．７ ０．３ △１．２
�イその他 ３３，７５７ ３３，１００ ３４，９００ ３２，９００ △５．６ △１．８ ５．３ △５．７
�民 間 ７７，６２５ ７４，０００ ６８，５００ ６９，７００ △５．０ △４．７ △７．５ １．８

民間非住宅
（建築＋土木） １９７，３９４ １７６，７００ １６１，１００ １６６，５００ △２．８ △１０．５ △８．８ ３．４

（注） 平成１０年度～平成１２年度は，四捨五入により１００億円単位の値としたので，各項目の合計は必ずしも総計と一致

しない。

表―２ 建設投資（実質値）の推移

（単位：億円） （単位：％）

年 度

項 目

９ １０

（実績見込み）

１１

（見込み）

１２

（見通し）

９ １０

（実績見込み）

１１

（見込み）

１２

（見通し）

総 計 ７１４，０８７ ６７６，２００ ６７１，４００ ６７６，８００ △８．７ △５．３ △０．７ ０．８

１． 建 築 ３７１，０８１ ３２８，２００ ３２４，０００ ３３２，２００ △１３．９ △１１．６ △１．３ ２．５
�住 宅 ２２０，８４８ １９６，７００ ２０３，８００ ２０６，８００ △１９．９ △１０．９ ３．６ １．５
政 府 １６，８９０ １７，０００ １７，９００ １９，２００ △１２．４ ０．７ ５．０ ７．４
民 間 ２０３，９５８ １７９，７００ １８６，０００ １８７，７００ △２０．４ △１１．９ ３．５ ０．９

�非 住 宅 １５０，２３２ １３１，５００ １２０，２００ １２５，４００ △３．２ △１２．５ △８．６ ４．３
政 府 ３７，９８４ ３４，５００ ３２，０００ ３３，０００ △４．７ △９．２ △７．１ ２．９
民 間 １１２，２４８ ９７，０００ ８８，１００ ９２，４００ △２．７ △１３．６ △９．１ ４．８
鉱 工 業 ２４，３８１ ― ― ― ５．５ ― ― ―
そ の 他 ８７，８６７ ― ― ― △４．７ ― ― ―

２． 土 木 ３４３，００６ ３４８，０００ ３４７，４００ ３４４，６００ △２．４ １．５ △０．２ △０．８
�政 府 ２６９，２８８ ２７７，１００ ２８１，１００ ２７７，０００ △１．３ ２．９ １．５ △１．５
�ア公共事業 ２３７，２３０ ２４５，３００ ２４７，４００ ２４５，０００ △０．５ ３．４ ０．８ △０．９
�イその他 ３２，０５８ ３１，８００ ３３，８００ ３１，９００ △６．８ △０．９ ６．３ △５．５
�民 間 ７３，７１８ ７０，９００ ６６，３００ ６７，７００ △６．２ △３．８ △６．６ ２．１

民間非住宅
（建築＋土木） １８５，９６７ １６７，９００ １５４，４００ １６０，１００ △４．１ △９．７ △８．１ ３．７

（注）１． 平成２年度価格による。

２． 平成１０年度～平成１２年度は，四捨五入により１００億円単位の値としたので，各項目の合計は必ずしも一致し

ない。
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３ 政府建設投資の動向

平成１２年度の政府建設投資は，前年度比０．９

％減の３４兆６，８００億円となる見通しである。

� 国の平成１２年度予算における公共事業関係費

は，景気回復のための積極的対応を行った前年

度当初予算と同額となっているが，地方単独事

業について減少が見込まれるため，政府建設投

資は前年度比０．９％減の３４兆６，８００億円となる見

通しである。

� このうち，建築投資は前年度比４．２％増の５

兆４，７００億円となり，その内訳は住宅投資が同

７．４％増の２兆２００億円，非住宅建築投資が同２．４

％増の３兆４，５００億円となる見通しである。

土木投資は，前年度比１．７％減の２９兆２，１００億

円となり，そのうち公共事業は同１．２％減の２５

兆９，２００億円，公共事業以外は，同５．７％減の３

兆２，９００億円となる見通しである。

� 平成１１年度の政府建設投資は，当初予算がい

わゆる「１５ヶ月予算」の考え方の下，１０年度第

３次補正予算と一体となって編成され，前年度

比で５％増加したほか，補正予算の追加等が行

われたことから，前年度比０．１％増の３４兆９，８００

億円となる見込みである。

【参考】 政府建設投資の概念区分

建築
住宅

非住宅 治山，治水，海岸

道路

政府建設投資
公共事業

港湾，漁港，空港

生活環境施設（公園，下水道，環境衛生）

土木
災害関係

その他の公共事業（農業基盤，林道等）

その他 地方公営関係事業等（鉄道，電力・ガス，上・工業用水道，その

他）
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【参考】 住宅投資の概念区分

住宅投資
政府住宅

民間住宅

５

【参考】 民間非住宅建設投資の概念区分

民間非住宅

建設投資

建築 非住宅

鉄道（ＪＲ，私鉄）

電信・電話（ＮＴＴ）

土木
電力（９電力等）

私営ガス

民間土地造成

民間構築物（その他）

６

住宅投資の動向

平成１２年度の民間住宅投資は，着工戸数が１１

年度並みになるものと見込まれることから，前

年度比０．６％増の１９兆８，９００億円となる見通しで

ある。

� 住宅ローン控除制度の適用が平成１３年６月末

入居までに延長されたことなどから，平成１２年

度の新設住宅着工戸数は１１年度並みになるもの

と見込まれ，民間住宅投資は，前年度比０．６％

増の１９兆８，９００億円となる見通しである。

これに政府住宅投資を合わせた住宅投資全体

では，前年度比１．２％増の２１兆９，１００億円となる

見通しである。

� 平成１１年度の住宅建設の動向を新設住宅着工

戸数で見ると，税制改正等の効果により，前年

度を上回る１２３万戸程度となった。利用関係別

には１１年度の累計で，持家が８．６％増，貸家が

４．０％減，給与住宅が２０．５％減，分譲住宅１０．７

％増となっている。

このため，平成１１年度の住宅投資は，前年度

比３．１％増の２１兆６，５００億円となる見込みであ

る。

民間非住宅建設投資の動向

平成１２年度の民間非住宅建設投資（非住宅建

築および土木）は，前年度比３．４％増の１６兆６，５００

億円となる見通しである。

� 平成１２年度の民間非住宅建設投資（非住宅建

築および土木）は，民間企業設備投資に回復の

動きがあることから，４年振りに増加し，前年

度比３．４％増の１６兆６，５００億円となる見通しであ

る。

� このうち，民間非住宅建築投資は，前年度比

４．５％増の９兆６，８００億円となる見通しである。

� 民間土木投資は，前年度比１．８％増の６兆

９，７００億円となる見通しである。

� 平成１１年度の民間非住宅建築は，工場，倉庫

等の着工床面積が減少し，投資ベースでは，前

年度比９．８％減の９兆２，６００億円となる見込みで

ある。

地域別建設投資の概要

平成１２年度の地域別（１０ブロック）建設投資

額は，六地域で前年度の水準を上回る見通しで

ある。

平成１２年度の地域別（１０ブロック）の建設投資

額は，表―３のとおりと見通される。

建設投資額全体では，関東，北陸，中部，近

畿，中国および九州地域においては前年度の水準

を上回り，建築ではすべての地域で前年度の水準

を上回り，また土木では沖縄を除いて前年度の水

準を下回る見通しである。

地域別の構成比を三大都市圏（関東，中部，近

畿）とそれ以外の地域で見ると，三大都市圏の投

資総額は全国の約５６．１％を占めており，これを建

築に限ってみると，全国の建築物の約６４．８％が三

大都市圏で建築され，特に関東では３６．１％と，全

建設マネジメント技術 2000年 7月号 ２９



国の建築物の１／３以上を占めることとなる。 建設経済局調査情報課統計解析係：URL＝http :

//www.moc.go.jp/chojou/index.html/

表―３ 平成１２年度地域別建設投資見通し（名目値）

（単位：億円，％）

工 種 総 計 増 加 率 構 成 比

計 ７１２，２００ ０．５ １００．０
全 国 建 築 ３５０，４００ ２．２ １００．０

土 木 ３６１，８００ △１．１ １００．０

計 ５０，７００ △０．２ ７．２
北 海 道 建 築 １６，１００ ２．５ ４．６

土 木 ３４，７００ △１．４ ９．６

計 ６８，２００ ０．０ ９．６
東 北 建 築 ２６，６００ ２．３ ７．６

土 木 ４１，７００ △１．２ １１．５

計 ２１８，１００ ０．９ ３０．５
関 東 建 築 １２６，６００ ２．１ ３６．２

土 木 ９１，４００ △０．８ ２５．２

計 ４３，９００ ０．２ ６．２
北 陸 建 築 １７，０００ ２．４ ４．８

土 木 ２６，９００ △１．１ ７．４

計 ８２，５００ ０．５ １１．６
中 部 建 築 ４１，５００ ２．０ １１．９

土 木 ４１，０００ △１．０ １１．３

計 ９８，９００ １．０ １３．８
近 畿 建 築 ５８，８００ ２．４ １６．７

土 木 ４０，１００ △０．７ １１．０

計 ４６，４００ ０．２ ６．５
中 国 建 築 １９，３００ ２．１ ５．５

土 木 ２７，１００ △１．１ ７．５

計 ２６，５００ ０．０ ３．７
四 国 建 築 １１，１００ １．８ ３．２

土 木 １５，４００ △１．３ ４．３

計 ７２，２００ ０．３ １０．２
九 州 建 築 ３０，９００ ２．３ ８．８

土 木 ４１，２００ △１．２ １１．４

計 ７，４００ ０．０ １．０
沖 縄 建 築 ３，４００ ３．０ １．０

土 木 ４，１００ ０．０ １．１

（注）１００億円単位で四捨五入しているので，総計等は必ずしも一致しない。

３０ 建設マネジメント技術 2000年 7月号




